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別紙５ 

 

令和２(2020)年度科学研究費助成事業における補助条件等の主な変更点について 

 

「「ひらめき☆ときめきサイエンス～ようこそ大学の研究室へ～ＫＡＫＥＮＨＩ」補助条件（令和２(2020)
年度）」の主な変更点 

令和元(2019)年度 令和２(2020)年度 

 

 

（略） 

 

 

１ 総則 

 

 

（略） 

 

 

２ 補助金の使用 

 

 

（略） 

 

 

【補助事業の実施期間】 

2-3 補助事業において、プログラムの開催は、

「2-6」に規定する場合を除き、令和元年７月

１日から令和２年３月３１日までに実施しな

ければならない。 

 

 

（略） 

 

 

【翌年度における補助金の使用】 

2-6 実施代表者等は、当該年度の補助事業が、交

付決定時には予想し得なかった要因による、相

手国の事情、事業に際しての事前調査の困難、

計画に関する諸条件、気象の関係、資材の入手

難その他のやむを得ない事由に基づき、補助事

業が予定の期間内に完了しない見込みとなった

場合に、補助事業の期間を延長するとともに、

補助金の全部又は一部を翌年度に使用すること

を希望する場合には、令和２年３月１日までに、

様式Ｃ－２６「繰越（翌債）を必要とする理由

書」により日本学術振興会に対し申請を行い、

必要な手続を行わなければならない。 

 

 

 

（略） 

 

 

 

 

（略） 

 

 

１ 総則 

 

 

（略） 

 

 

２ 補助金の使用 

 

 

（略） 

 

 

【補助事業の実施期間】 

2-3 補助事業において、プログラムの開催は、

「2-6」に規定する場合を除き、内定通知日以

降令和元年７月１日から令和３(2021)２年３

月３１日までに実施しなければならない。 

 

 

（略） 

 

 

【翌年度にわたおける補助金の使用】 

2-6 実施代表者等は、当該年度の補助事業が、

交付決定時には予想し得なかった要因による、

相手国の事情、事業に際しての事前調査の困

難、計画に関する諸条件、気象の関係、資材の

入手難その他のやむを得ない事由に基づき、補

助事業が予定の期間内に完了しない見込みと

なった場合に、補助事業の期間を延長するとと

もに、補助金の全部又は一部を翌年度に使用す

ることを希望する場合には、令和３(2021)２年

３月１日までに、様式Ｃ－２６「繰越（翌債）

を必要とする理由書」により日本学術振興会に

対し申請を行い、必要な手続を行わなければな

らない。 

 

 

（略） 
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【合算使用の制限】  

2-8 補助金は、次の場合を除き、他の経費と合

算して使用してはならない。 

  ① 補助事業に係る用務と他の用務とを合

わせて１回の出張をする場合において、

補助金と他の経費との使用区分を明ら

かにした上で補助金を使用する場合 

  ② 補助事業に係る用途と他の用途とを合

わせて１個の消耗品等を購入する場合

において、補助金と他の経費との使用区

分を明らかにした上で補助金を使用す

る場合 

  ③ 補助金に他の経費（当該経費の使途に制

限のある経費を除く。）を加えて、補助

事業に使用する場合 

 

 

【納品等及び支出の期限】 

2-9 補助事業に係る物品の納品、役務の提供等は

補助事業の完了または補助事業を行う年度の３

月３１日のいずれか早い日までに終了しなけれ

ばならず、これに係る支出は、実績報告書の提

出期限までに行わなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

 

３ 補助事業を変更する上で必要な手続（交付申

請書の記載内容の変更に当たっての遵守事項

等） 

 

 

（略） 

 

 

４ 実績の報告 

【実績報告書の提出】 

4-1 実施代表者等は、補助事業の完了又は廃止

の承認を得た後６１日以内に、次に掲げる「実

績報告書」及びその他関係資料により、日本学

術振興会に実績報告を行わなければならない。

また、実績報告時に未使用の補助金が生じた場

合には、日本学術振興会に返還しなければなら

ない。 

   ・様式Ｃ－７２－１「実績報告書（プログラ

ム実施報告書）」 

   ・様式Ｃ－７２－２「実績報告書（収支決算

【合算使用の制限】  

2-8 補助金は、次の場合を除き、他の経費と合

算して使用してはならない。 

  ① 補助事業に係る用務と他の用務とを合

わせて１回の出張をする場合又は１個

の物品等を購入する場合において、補

助金と他の経費との使用区分を明らか

にした上で補助金を使用する場合 

  ② 補助事業に係る用途と他の用途とを合

わせて１個の消耗品等を購入する場合

において、補助金と他の経費との使用

区分を明らかにした上で補助金を使用

する場合 

  ②③ 補助金に他の経費（当該経費の使途

に制限のある経費を除く。）を加えて、

補助事業に使用する場合 

 

【納品等及び支出の期限】 

2-9 補助事業に係る物品の納品、役務の提供等は

補助事業の完了または補助事業を行う年度の３

月３１日のいずれか早い日までに終了しなけれ

ばならず、これに係る支出は、実績報告書の提

出期限までに行わなければならない。なお、プ

ログラムの開催日以降で、開催に係る事務処理

等が完了した日、又は令和３(2021)年３月３１

日のいずれか早い日を補助事業の完了日とす

る。ただし、補助事業の完了日は令和２(2020)

年７月１日以降とする。 

 

 

（略） 

 

 

３ 補助事業を変更する上で必要な手続（交付申

請書の記載内容の変更に当たっての遵守事項

等） 

 

 

（略） 

 

 

４ 実績の報告 

【実績報告書の提出】 

 4-1 実施代表者等は、補助事業の完了又は廃止

の承認を得た後６１日以内に、次に掲げる「実

績報告書」及びその他関係資料により、日本学

術振興会に実績報告を行わなければならない

（様式Ｃ－７２－１「実績報告書（プログラム

実施報告書）」の内容は、日本学術振興会ホー

ムページにより公開される。）。また、実績報告

時に未使用の補助金が生じた場合には、日本学

術振興会に返還しなければならない。 

  ・様式Ｃ－７２－１「実績報告書（プログラム
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報告書）」 

   ・事業遂行に当たり作成したポスター、チラ

シ等 

 

 

 

【翌年度における補助金の使用を行う場合の実

績報告書の提出】 

4-2 「2-6」の規定に基づき、補助事業の期間を

延長するとともに、翌年度における補助金の使

用を行う場合には、実施代表者等は、補助事業

を開始した年度の終了時において、様式Ｃ－７

３「実績報告書（２）」により、日本学術振興会

に実績報告を行うとともに、補助事業の完了又

は廃止の後において、前項の実績報告を行わな

ければならない。 

 

 

５ その他 

 

 

（略） 

 

 

【研究成果報告書等が未提出の場合の取扱】 

5-2 実施代表者が、科学研究費助成事業の他の

補助事業の「研究成果報告書」（様式Ｃ－１９、

様式Ｆ－１９－１、様式Ｆ－１９－２、 様式Ｚ

－１９、様式ＣＫ－１９）又は「研究経過報告

書」（様式Ｃ－２１、様式Ｆ－２１、様式Ｚ－２

１、様式ＣＫ－２１）を提出期限までに提出し

ない場合には、実施代表者は、上記報告書を日

本学術振興会に提出するまで、補助事業の執行

を停止しなければならない（文部科学省又は日

本学術振興会が別に指示した場合は、その指示

に従わなければならない。）。 

 

 

 

（略） 

 

 

実施報告書）」 

 ・様式Ｃ－７２－２「実績報告書（収支決算報

告書）」 

 ・事業遂行に当たり作成したポスター、チラシ

等 

 

【翌年度にわたおける補助金の使用を行う場合

の実績報告書の提出】 

4-2 「2-6」の規定に基づき、補助事業の期間を

延長するとともに、翌年度にわたおける補助金

の使用を行う場合には、実施代表者等は、補助

事業を開始した年度の終了時において、様式Ｃ

－７３「実績報告書（２）」により、日本学術振

興会に実績報告を行うとともに、補助事業の完

了又は廃止の承認後６１日以内に、おいて、前

項の「4-1」に規定する手続により、実績報告を

行わなければならない。 

 

５ その他 

 

 

（略） 

 

 

【研究成果報告書等が未提出の場合の取扱い】 

5-2 実施代表者が、科学研究費助成事業の他の

補助事業の「研究成果報告書」（様式Ｃ－１９、

様式Ｃ－４１、様式Ｆ－１９－１、様式Ｆ－１

９－２、 様式Ｚ－１９、様式ＣＫ－１９）又

は「研究経過報告書」（様式Ｃ－２１、様式Ｃ

－４２、様式Ｆ－２１、様式Ｚ－２１、様式Ｃ

Ｋ－２１）を提出期限までに提出しない場合に

は、実施代表者は、上記報告書を日本学術振興

会に提出するまで、補助事業の執行を停止しな

ければならない（文部科学省又は日本学術振興

会が別に指示した場合は、その指示に従わなけ

ればならない。）。 

 

 

（略） 

 

 

 


